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1.緒言
(1)本研究の背景
我が国では犯罪総件数は減少傾向にあり、他の先
進国に比べて安全性は高いと言われている。しかし、
依然として市街地ではひった くりや車上狙い等、技
能を要す ることなく機会があれば実行 され る犯罪
(以下、機会犯罪 と表現する)は発生 してお り、住民
に治安への不安感 を与えていることも事実である。
むろん市街地では、機会犯罪のソフ ト的抑制策 と
して、警察によるパ トロールや安全情報の発信 とい
った被害の未然防止 ・回避i対策の推進、地域住民に
よる防犯パ トロールや環境美化活動等の実施、そし
て地方 自治体による地域の自主的な取 り組みの支援
がなされてはいる。ただし、市街地において一定の
防犯力を維持するためには、ソフ ト的対策 と併せて
ハー ド的対策を実施することも重要である。
ところで、機会犯罪を防止するための考え方 とし
て 「防犯環境設計(CPTED)」がある。CPTEDは建物
や地域等の環境のもつ犯罪誘発要因を分析 し排除す
る考え方で、① 「被害対象の強化 ・回避」、② 「接近
の制御」、③ 「監視性の確保」、④ 「領域性の強化」
という4つの観点で構成される。本研究では都市計画
の立場から機会犯罪の発生に影響を及ぼす物的環境
要因(見通 しの良さ、明るさ等)と動的要因(歩行者 ・
自動車の交通量、住民による挨拶の習慣化等)に着目
し、③ 「監視性の確保」 と④ 「領域性の強化」の2
っの観点から機会犯罪の起 こりやすさを指標 として
示すことを目的 とする。
なお、機会犯罪にはひったくりや万引き、車上狙
い等、いくつかの種類があるが、本研究では特に落
書き行為に着 目す る。 これは、落書きはそれ自体が
凶悪犯罪ではないものの、住民の 日常生活における
犯罪不安を継続的に与え、また更なる落書き行為の
誘発や窃盗犯等の他の犯罪を助長する可能性も考え
られ るためである。本研究では1章(2),(3)で後述する
理由から、タギングやステ ッカーなどの小規模の落
書き行為を対象 として、それが成立する可能性を指
標化 して算出するモデルを作成 した上で、指標の値
か ら落書きが発生 しやす くなる箇所の条件や特性を
把握することを 目的とする。
(2)既往の研究
落書き行為に関する論文 ・研究成果を以下に概観
する。小林1)は、渋谷駅周辺地域を対象に、落書きの
発生地点数の分布 と歩行者交通量の関係を分析す る
と共に、落書きの被害を受けない対象の特徴につい
て検討を行っている。ただしこの研究では、落書き
が描かれる対象をシャッターに限定している点、路
上での監視性指標 として歩行者交通量のみが考慮 さ
れてお り、 自動車等の交通量が考慮 されていない点
を課題 として指摘できる。
荒井 ら2)は、名古屋市内の一地域を対象 として、落
書きの存在する公共空間や私的空間の用途 と、落書
きの下地色、種類等の諸特性 との関係を分析 してお
り、落書きと空間特性 との関係を明らかにした点で
評価できる。ただしこの研究では落書き犯の 目撃者
となりうる交通量等の要素が考慮されてはいない。
さらに村上 ら3)は、落書き被害にあった場所の建物
用途や駅からの距離等の特徴 を整理 した上で、現場
の道路幅員や照度等の落書き行為を誘発する条件に
ついて検証 し、落書きの特徴 ごとの予防策を提案 し
ている。ただしこの研究では落書き行為に影響を及
ぼしうる要因が物的環境要因に限定されてお り、歩
行者交通量や 自動車交通量等の動的要因が考慮 され
ていないという課題がある。
さらに以上の研究に共通する課題 として、小規模
の落書きと大規模の落書きを区別せず一括 して扱っ
ていることを指摘できる。市街地でみられる落書き
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図1市 街地でみ られる落書きの例
(上=小規模の落書き、下=大 規模の落書き)
'
の例を図1に示す。同図からわかるように、大規模
の落書きは落書きの範囲が大きく、見た人に与える
治安悪化の影響力は大きいと考えられる。 しか し、
昼夜間わず歩行者交通量や自動車交通量の多い市街
地では、時間をかけて描くために目撃 される危険性
が伴 う大規模の落書きに比べると、小規模の落書き
は短時間で済むため、人通 りが多 くとも容易に実施
可能であると予想される。また、その実施 しやす さ
ゆえ落書きをさらに誘発する恐れがあるため、対策
を講 じる必要性が高いと考えられる。
あわせて、落書き行為成立に関係すると考えられ
る物的環境要因と動的要因の両方について検討 し、
かつ落書き行為の成立する可能性を定量的に示す研
究は見当た らない。
(3)本研究の目的
以上の議論 を踏まえ、本研究では、1)市街地で数
多くみ られ るタギングやステッカーを用いる小規模
の落書きに着 目し、2)物的環境要因として 「落書き
行為者が落書き行為 を実施 した後の逃走経路の距
離」を、3)動的要因として 「歩行者交通量及び 自動
車交通量」を組み込んだ落書き行為成立モデルを作
成することとす る。
2.落書き行為成立モデル
(1)落書き行為成立モデルの概念
図2に 、落書き行為に関わる空間条件の概念図を
示す。まず、落書き行為者は目撃者の存在 を意識 し
て、1)落書き行為中に目撃 されないこと、2)落書き
」
初 期逃 走 距離1・[m1 落書き行為視認距離ヱ[m]
落書き行為
発生場所
逃走経路 鷺薯 齢 岡 購
図2落 書き行為成立現場の概念図
行為後の逃走中に落書き行為者 として認識 されにく
いことを重視すると考えられる。すなわち、落書き
行為の成立確率は 「ある一定の時間内に落書き行為
を終える確率」と 「(落書き行為を完了するまでの時
間+最 寄 りの曲が り角まで移動する時間)に目撃 さ
れない確率」の合成関数であると仮定する。
すると、落書き発生現場での落書き行為成立確率
の理論上の値P(.y)は以下の式(1)により求められる
と定義する。
醗撫 伽×専瀞 幽 鋤
td。は落書 き行為 を終 了す るまでに要 した時間[s]で
あ り、以 下、落書 き行為 時間 と表 現す る。 また、吻
は 目撃者 の発 生時間間隔[s]㊥≧0)であ り、iは調査
対象地域 におけ る落書 き行為発 生場所 の整理番 号、ノ
は交通 手段(ノ=1は徒歩 、 ノ=2は自動 車 ・バ イ ク、
プ=3は自転車)を表す。
式(1)右辺 の積 分項 中の第1項の ¢d。(t)は落書 き行
為に要する時間の確率密度関数である。右辺第2項は
目撃者が落書き行為視認距離内に進入 しない確率で
あり、詳細は2章(2)にて後述する。以上2項を乗 じた
ものが落書き行為時間励の場合に対する落書き行為
成立確率であ り、これをtd。で二重積分 したものが落
書き行為成立確率の理論上の値 ρ(ア)となる。本研究
ではタギングやステッカーを用いる小規模の落書き
行為は最大でも3分以内に終えると考え、積分区間の
上限を180[s]としている。
なお、第2項の積分時間区間の下限値に含まれる落
書き行為成立時間t(ア)は、以下の式(2)で定義する。
落書き行為者は行為後、 自転車や 自動車を利用せず
走って逃走すると仮定する。
t(ア)-td。+tes。(ア)_(2)
t。,c(ア)は落 書 き行 為 を完 了 し、 初 期 逃 走 距 離yを
走 り終えるまでに必要な時間である。初期逃走距離
yは2章(2)にて後述する。
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ここで、式(1)のモデルは図2に 示す概念図におい
て右から目撃者が発生し、落書き行為者が最寄 りの
曲がり角のある左方向に逃走するケースを想定 した
ものである。左から目撃者が現れた場合、落書き行
為者は右方向へ逃走す ることになるが、左方向に逃
走する場合 よりも長い距離を走らなければならず、
目撃され るリスクは高い。また、仮に目撃者が左の
曲がり角から現れた場合には、高い確率で落書き行
為を目撃 されることになる。つま り、左か ら目撃者
がやって来る場合は逃走経路によらず落書き行為が
成立しづらいと考えられる。 よって、図2に おいて
「目撃者が右方向か ら現れ、落書き行為者が左に向
かって逃走し最寄 りの曲が り角を曲がって現場から
姿を消す場合」が、落書き行為が成立 しやす く、問
題視すべきであると考え、これを想定 したモデルを
作成している。
なお、両項の考慮時間が違い、同時確率 としてい
ない理由は次のとお りである。落書き行為はひった
くりと異な り、 目撃者か ら追跡 される可能性は低い
と考えられるため、落書き行為完了後に目撃者に対
して背を向けて逃走すれば犯人 として特定 されない。
したがって、逃走に関わる時間は考慮に入れなくて
もよい と考えられる。ただし、落書き行為者が目撃
されることなく確実に落書き行為を成立させ るため
には、…落書き行為終了後、目撃者が…落書き現場に到
達するまでに逃走 し、完全にその場から姿を消す必
要がある。よって、より確実に落書き行為を成立さ
せるための最低条件として、「行為時間より少 し長め
の時間」 として逃走時間及び 目撃者が落書き現場に
現れるまでの時間を加 えている。
(2)落書き行為者及び目撃者に関する条件
落書き行為時間を表す式(1)右辺の積分項中の第1
項の確率密度関数 ψd。(t)は正規分布に従 うと仮定す
る。図3は その分布を示 し、図中の斜線部の面積が
落書き行為時間砺内に落書き行為を終える確率であ
る。落書き行為時間td。の平均Pttd。及び分散σ2tdoはパラ
メータ推定により決定する。
式(1)右辺の積分項中の第2項に関わる落書き行為
者の逃走時間に関す る考え方 を以下に示す。最適な
逃走経路は 「落書き現場から最も近い曲が り角を曲
がる経路」であると仮定 し、落書き行為発生場所か
ら最 も近い曲が り角までの距離を初期逃走距離ア[m]
と定義する。ただし、国道などの交通量の多い道路
に曲がることはないものとする。本研究では落書き
?
?
?
?
ノ
落書 き行為 時間の平均 μ励
図3確 率密度関数 ¢d。(t)の分布
行為者の逃走時の走行速度を8[㎞/h]4)として、初期
逃走距離を除す ことで逃走時間を算出する。
次に、式(1)右辺の積分項中の第2項に関わる目撃
者についての条件を示す。落書き行為者は、歩行者
や 自動車等の 目撃者に目撃 されることなく落書き行
為 を行 うことを重視すると考えられる。落書き行為
発生場所となる道路の交通流率は、落書き行為発生
時において比較的低い と考えられるため、落書き行
為 中に 目撃者が…落書き行為発生場所 となる道路に存
在する確率はランダムであると仮定する。
また、 目撃者が落書き行為を視認できる距離を落
書き行為視認距離五と定義 し、本研究ではそれ を
100[m]5)とする。目撃者の速度を班m/s]とし、ノは先述
の通 り交通手段(ノ=1は徒歩、ノ=2は自動車 ・バイ
ク、 ノ=3は自転車)を 表す。本研究では徒歩による
移動速度を4[㎞/h]4)、自動車 ・バイクの走行速度を
歩道のない道路の制限速度である30[km/h]、自転車
の走行速度を15[㎞/h]6)とする。
ここで、以上に整理 した落書き行為者 と目撃者の
条件を踏まえ、式(1)右辺の積分項中の第2項である
目撃者が落書き行為視認距離内に進入 しない確率に
ついて考える。 これは歩行者、自動車 ・バイク、自
転車のいずれ も落書き行為視認距離内に進入しない
確率である。吻('ク.)は落書き行為発生場所∫において
交通手段 ノで移動する目撃者が落書き行為視認距離
内に進入す る時間間隔の確率密度関数、積分時間区
間の下限値に含まれるL/Viは交通手段ブで移動する目
撃者が落書き行為視認距離Lを移動 し終えるために
必要な時間[s]、巧は交通手段 ノで移動する目撃者の
速度[m/s]、t(y)は落書き行為発生場所iにおける落
書き行為成立時間である。
また、目撃者が落書き行為視認距離内に進入する
確率はランダムであると考えられ、その時間間隔も
一定でないことから,式(1)中の落書き行為発生場所
∫における交通手段 ノで移動する目撃者が落書き行
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落書き行為成立時間㊥
目撃者が落書き行為視認距離を
移動 し終えるために必要な時間乙ん」
図4確 率密度関数ψヴ妬1の分布
為視認距離内に進入する時間間隔の確率密度関数
物(紛の分布は指数分布に従 うものと仮定し、式(3)
で表す。
癌)一 λ"exp←λ〆グ) ...(3)
ここで、λヴは落書き行為発生場所∫における交通手
段 ノで移動する目撃者の単位時間当た りの交通流率
[人/s]、[台/s]である。確率密度関数物(紛の分布を
図4に示す。斜線部の面積が、 目撃者が…落書き行為
視認距離内に進入 しない確率である。
(3)落書き行為成立可能性指数
本研究では、落書き発生地点における初期逃走距
離 と交通量を、落書きされやすい環境 と関連する説
明変数 として想定している。街路整備 に関する指標
としては、交通量よりも初期逃走距離が直接関連す
ることから、今回は初期逃走距離別の落書き発生地
点数の相対度数分布が落書き行為の成立する可能性
を表現すると考え、これを落書き行為成立可能性指
数の実測値 と定義することとした。
ただ し、前述の落書き行為成功確率の式(1)は合成
確率であ り、そのままでは相対度数 とはならない。
そこで、新たな補正係数ρを導入す ることとした。補
正係数ρを導入する理 由は、1)本来は確率 である
p(y)に乗ずることで相対度数に変換す るため、2)
本研究では落書き行為成立要因として 「初期逃走距
離」 と 「交通量」に着 目したものの、これ以外も変
動を伴 う様々な要因があると考えられ、これを補 う
必要があるためである。補正係数ρを考慮 して算出す
る落書き行為成立可能性指数を、落書き行為発生場
所∫ごとの初期逃走距離ツを考慮 した落書き行為成立
可能性指数の理論値㌔(y)と定義する。
落書き行為成立可能性指数の理論値Itd(y)を式(4)
に示す。
1td(y)==ρ×P(y)_(4)
以上より落書き行為成立確率 ρ(y)から落書き行
為成立可能性指数 ㌔(y)に変換 し、実測値 と理論値
の比較 を可能 とした。
3.現地調査
本研究では、落書き行為者は自己主張のため、自
ら描いた落書きを多くの人に目撃 されることを期待
し落書き行為に及ぶと仮定 している。そこで、鉄道
駅周辺は通勤 ・通学、商業施設への買い物などの日
常生活における要所であり、人が集中する場所であ
ると考え、北九州市の市街地にあるA駅の周辺を調
査対象地域 として選定した。調査 日時は2013年10月9
日ll:30～16:10、同月21日12:30～16:00の2日間である。
本来、落書きは昼間よりも交通量の少ない夜間に実
施 され る場合が多い と考えられるが、本研究ではタ
ギングやステッカーによる短時間で実施可能な落書
きを対象としてお り、人通 りが少なければ昼間でも
十分実施 される可能性があると考え、昼間に調査を
実施 した。
図5調 査地点および落書き発生場所
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図6落 書き行為発生場所の相対度数分布
調査項 目は落書き行為の発生場所(落書き被害を
受けた被害対象物が存在する場所)、落書き行為発生
場所 となる道路の5分間交通量、初期逃走距離の3項
目である。
調査については、対象地域内の落書き行為発生場
所を全て確認 した後、それぞれの落書き行為発生場
所となる道路の5分間交通量及び初期逃走距離を調
査した。このとき、5分間交通量は歩行者、自動車 ・
バイク、自転車の3種類に分類 し調査を行 っている。
結果 として61箇所のタギングやステ ッカーによる
落書き行為発生場所のデータが得 られた。調査地点
および落書き発生場所を表 した地図を図5に 示す。
なお、本研究の調査対象とした地域では、 自転車
の利用者がほとんど観測されなかった。本研究で作
成したモデルは歩行者や自動車 ・バイク、 自転車等
の交通量を反映可能であるが、調査時にほとん ど観
測されなかった自転車を除き、歩行者お よび 自動
車 ・バイクの交通量を考慮 し落書き行為可能性指数
の分析を行っている。
4.分析結果
落書き行為発生場所を初期逃走距離別にカテゴリ
ー分けし、カテゴリーごとの落書き行為発生場所の
相対度数分布を求めた。 これをカテゴリー番号kに
おける初期逃走距離アを考慮 した落書き行為成立可
能性指数 の実測値1td'(y)kと定義す る。落書 き行 為発
生場所の初期逃走距離別相対度数分布 を図6に 示す。
本研究 にお いて初期逃 走距離アの最大値 は52[m]であ
り、 これ を5[m]毎にカテ ゴ リー分 け したため、カテ
ゴリー番 号kはk=1～11となる。また、式(4)より算
出 した落書 き行 為発生場所ノごとの初期逃走 距離アを
考慮 した落書き行為成立可能性指数の理論値1td(y)
について初期逃走距離別にカテゴリー分けを行った。
これをカテゴリー番号kにおける初期逃走距yを
図7初 期逃走距離別の落書き行為
成立可能性指数の算出結果
考慮 した落書き行為成立可能性指数の理論値 ろ、(y)、
と定義する。本研究では、カテゴリー番号んにおけ
る初期逃走距離アを考慮 した落書き行為成立可能性
指数 の実測値Itd'(y)kと理 論値 ㌔(y)kの二乗誤 差 の
和が最小 となるパ ラメー タの値 を、モ デル の構築 に
用い る際 に最 も適 したパ ラメー タの値 とす る。現 地
調査において得 られ た結果 を用 いて、式(2)にお ける
落書 き行為時 間tdoの平均μtdoと分散σ2tdo及び補正係数
ρのパ ラメ 一タ同時推 定 を行 った。そ の結果 、落書
き行 為時間tdoの平均μtdoは5.23、分 散σ2tdoは1.10、補
正係数ρは2.74となった。落書き行為成 立可能性指数
の実測 値Itd'(y)k及び理 論値Itd(y)kの算 出結果 を図
7に示す。
モデルの整合性について以下に述べる。落書き行
為 成 立可能 性指 数 の実 測値Itd'(y)kと理 論値Itd(y)k
の差 につ いて有意水準5%でt検定 を行 った結果、t値
は3.90×10-16、棄却域 は|t|>2.23であった。 これ よ り、
落 書 き行 為成 立 可能性 指数 の実 測値Itd'(y)kと理論
値Itd(y)k、との差 は有意 であ ると言 えず、今回作成 し
たモデルはある程度現状を再現 したものであると判
断できる。
図7よ り、初期逃走距離ツが短い地点ほど落書き行
為成立可能性指数の理論値は増加 し、特に初期逃走
距離yが20[m]を下回ると落書き行為成立可能性指数
の増加具合が顕著となっている。全体的に右肩下が
りの関係にあるものの、初期逃走距離30～35[m]では
上昇 している等、両者は完全な比例関係にあるとは
言えない。 これは、本研究で調査 した初期逃走距離
30～35[m]に落書きがある通 りでは交通量が少なか
ったため上昇 していると予想 され る。つまり、本研
究で作成 したモデルは初期逃走距離のみならず交通
量も複合的に反映 し落書き行為成立可能性を予測可
能なモデルであるため、完全な右肩下がりの関係を
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図85分 間歩行者交通量別の落書き行為
成立可能性指数の算出結果
図95分 間自動車交通量別の落書き行為
成立可能性指数の算出結果
とらなかった可能性がある。
ここで、初期逃走距離ア以外の要因と落書 き行為成
立可能性指数の関係性を把握するため、地点ごとの
歩行者交通量についてカテゴリー分けを行い、歩行
者交通量別の落書き行為成立可能性指数の実測値及
び理論値を算出した。また、 自動車交通量について
も同様の作業を行った。それぞれの算出結果を図8
及び図9に 示す。
図8よ り、こちらも歩行者交通量が少ない地点ほ
ど落書き行為成立可能性指数の理論値は大きくなる
とい う関係が確認できる。 しかし実測値 と理論値を
比較 したところ、一部のカテゴリーにおいて両者に
差が生 じていることがわかる。また、図9か ら、自
動車交通量についても歩行者交通量 と同様の傾向が
見られたが、全体的に実測値 と理論値の間にやや大
きな差が生 じていることが確認できる。以上よ り、
本研究で作成 したモデルはある程度現状を再現 した
ものであるが、改善の余地もあると考えられる。 よ
って、今後は建物か らの監視性や落書きを実施する
時間帯等、他の要因についても検討 し、モデルの再
現性をより高めていくことを課題 とする。
5.結言
本研究では、市街地で発生する機会犯罪の中でも
更なる犯罪行為を誘発 しうるとい う点で落書き行為
に着 目した。タギングやステ ッカーなどの小規模な
落書き行為を対象として、それが成立する可能性を
指標化 して算出するモデルを作成 し、指標の値から
落書きが発生 しやすくなる箇所の条件や特性を把握
すること目的として研究を行った。
その際、ソフ トとハー ドの両面か ら防犯対策を実
施す ることが必要 と考 えられてい るこ とか ら、
CPTEDの考え方に基づき落書き行為成立に影響を
及ぼ しうる物的環境要因及び動的要因として 「初期
逃走距離」 と 「交通量」を抽出した。その上で、落
書き行為成立に必要な時間と、目撃者が落書き行為
を視認可能な距離内に進入する時間間隔から、落書
き行為成立モデルを作成 し落書き行為成立可能性指
数を算出 した。得られた結果を以下に述べる。
・「交通量」 と 「初期逃走距離」の2つの指標から、
落書き行為成立可能性指数を定量的に表現できる
ことが分かった。
・モデル より、「初期逃走距離」が短い箇所ほど落書
き行為成立可能性指数は高 くなるとい うことを定
量的に示すことができた。
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